
 
 

別紙 1 

 
 
 

 
 
 

平成 30 年度広島県計画に関する 

事後評価 

 

 

 

 

 

 
令和３年１月 

広島県 

 

 

 

 

  



 

13 
 

３－１．事業の実施状況（医療分） 
 

平成30年度広島県計画に規定した事業（医療分）について、令和元年度終了時における事業の実施状

況を記載。 

 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【Ｎo.13（医療分）】 

看護師等養成所運営費補助金 

【総事業費】 

1,376,704 千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 広島県 

事業の期間 平成 30年 4 月 1日～令和２年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニーズ 

 

医療・介護需要の増加が見込まれる中，看護教育の充実を図ること

により，看護職員を安定的に確保していく必要がある。 

アウトカム指標： 

・医療施設従事看護職員数 

  42,904 人（H28）→ 44,864 人（H30） 

※厚生労働省「衛生行政報告例（隔年調査）」による 

・補助対象施設の県内就業率 

91.7％（H27）→ 90％以上 

事業の内容（当初計画） 看護教育の充実を図るため，看護師等養成所に対し運営費を補助す

る。 

アウトプット指標（当初の目

標値） 

看護師等養成所運営費の補助 

（平成 30年度：18 課程，令和元年度：19 課程） 

アウトプット指標（達成値） 看護師等養成所運営費の補助 

（平成 30年度：18 課程，令和元年度：19 課程） 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

①医療施設従事看護職員数 

②補助対象施設の県内就業率 

観察できなかった 

観察できた    → 指標： 

①42,904 人（H28）→44,184 人（H30）  

※隔年調査（H30 年度実施） 

②93.0％（H29 調査）→91.1％（H30 調査） 

→90.9％（H31 調査）→91.5％（R2 調査） 

 

（１）事業の有効性 

  看護師等養成所の運営費に対し補助を行うことで，看護職員の確

保及び資質向上に寄与した。 

（２）事業の効率性 

  補助対象の看護師等養成所は高い県内就業率を保っており，効率

的な看護職員確保につながっている。 

その他  平成 30 年度： 1,314,858 千円 

 令和元年度 ：  61,846 千円 
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３－２．事業の実施状況（介護分）  

 
平成30年度広島県計画に規定した事業（介護分）について、令和元年度終了時における事業の実施状況

を記載。 

 
事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  

事業名 【Ｎo.1（介護分）】 
介護施設等整備事業 

【総事業費】 
516,552 千円 

事業の対象

となる区域 

県内全域 

事業の実施

主体 

民間事業者 

事業の期間 平成 30 年 7 月 31 日～令和２年 3月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して生活できる基盤づくりを
推進する必要がある。 

アウトカム指標： 
地域密着型サービス整備量 Ｈ30：21,647 人 
 施設サービス整備量    Ｈ30：22,839 人 

事業の内容 

（当初計画） 

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム        116 床 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所   2 カ所 

 小規模多機能型居宅介護事業所        2 カ所 

 認知症対応型デイサービスセンター      1 カ所 

 認知症高齢者グループホーム         5 カ所 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所      1 カ所 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

整備予定施設等 

 特別養護老人ホーム             200 床 

 地域密着型特別養護老人ホーム        116 床 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所   3 カ所 

 小規模多機能型居宅介護事業所         18 床 

 認知症高齢者グループホーム          54 床 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所        9 床 

介護老人保健施設               25 床 

  

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

 地域包括ケアシステムの構築に向けて，第 7期介護保険支援計画等に
おいて予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
【サービス事業量】  
○地域密着型サービス等整備助成事業 
・地域密着型特別養護老人ホーム          116 人 
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所      32 人 
・小規模多機能型居宅介護事業所           53 人 
・認知症対応型デイサービスセンター         12 人 
・認知症高齢者グループホーム                       54 人 
・看護小規模多機能型居宅介護事業所         29 人 

○施設開設準備軽費等支援事業 
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・特別養護老人ホーム               200 人 
・地域密着型特別養護老人ホーム                 116 人 
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所      49 人 
・小規模多機能型居宅介護事業所             53 人 
・認知症高齢者グループホーム                    54 人 
・看護小規模多機能型居宅介護事業所                 29 人 
・介護老人保健施設                 29 人 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

【サービス事業量】（Ｒ元年度実績全体） 

○地域密着型サービス等整備助成事業 

・地域密着型特別養護老人ホーム 58 人（内：Ｈ28 計画分 58人） 

・地域密着型特別養護老人ホーム併設ショートステイ 20 人 

（内：Ｒ元計画分 20 人） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ―人 

・小規模多機能型居宅介護事業所 1 か所（内：Ｒ元計画分 6人） 

・認知症対応型デイサービスセンター 22 人 

（内：Ｈ29 計画分 12人，Ｒ元計画分 10人） 

・認知症グループホーム 153 人（内：H28 計画分 18 人，Ｒ元計画分 135 人） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 7 人（内：Ｒ元計画分 7人） 

○施設開設準備経費等支援事業 

・特別養護老人ホーム   100 人 

（内：Ｈ28 計画分 20人，Ｈ29 計画分 50 人，Ｒ元計画分 30 人） 

・地域密着型特別養護老人ホーム  58 人（内：Ｈ28 計画分 58人） 

・地域密着型特別養護老人ホーム併設ショートステイ 20 人 

（内：Ｒ元計画分 20 人） 

・介護老人保健施設   ―人 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 6人（内：Ｒ元計画分 6人） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  12 人（内：Ｒ元計画分 12人） 

・認知症グループホーム 153 人（内：H28 計画分 18 人，Ｒ元計画分 135 人） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 21 人（内：Ｒ元計画分 21 人） 

 ・介護医療院転換 684 床（内：Ｈ30計画分 443 床，Ｒ元計画分 241 床） 

〇定期借地権設定のための一時金の支援事業 

 ・地域密着型特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用 

居室 1か所（内：Ｈ28計画分 1か所） 

〇既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修支援事業 

 ・介護医療院への転換整備改修 130 床 

（内：Ｈ30 計画分 45床，Ｒ元計画分 85床） 

〇感染症予防の広報・啓発経費支援事業 

 ・動画コンテンツの作成 ２件（Ｒ元計画分） 

 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

地域密着型サービス整備量，施設サービス整備量 

・観察できなかった 

・観察できた    → 指標： 

 

整備については，次の理由により，市町での事業者公募が不調に終わり，計

画どおり整備できなかった。 

・人口減による入所者数の頭打ち傾向（長期展望では事業が不成立） 

・介護人材不足により介護職員の確保が困難 

・事業者が採算に合うかシビアに判断 

（１）事業の有効性 

地域密着型サービス（定期巡回，看護小規模多機能）については，市町の事

業者公募が不調に終わり，令和元年度中の事業実施が困難になるなど整備が進
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まないサービスがあったが，施設サービスについては計画に沿った整備が進ん

だ。 

（２）事業の効率性 

市町の第７期介護保険事業計画に沿った計画的な整備を推進することができ

る。 

 

その他  平成 30 年度： 390,401 千円 

 令和元年度 ： 126,151 千円  
 
 
 
 


